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第 1講　学校法人のガバナンスと私立大学の教学経営
 ～法人の業務・責務と設置大学との協働～

論点の整理～学校法人と大学、ガバナンスと経営
1．累次の私立学校法改正は何を問題としてきたか
　～学校法人の経営の仕組みを構成する四本柱～
（1）平成 16 年の私学法改正
（2）平成 26 年私学法の改正
（3）令和元年私学法改正
（4）令和 5年改正
（5）学校法人の経営の仕組み
2．学校法人のガバナンスと私立大学の教学マネジメント
（1）学校法人の意思決定プロセス～法人と教学の関係
（2）理事会が決定する「学校法人の業務」とは何か
（3）受託（任）者としての義務と責任
（4）情報公開によるステークホルダー（学生を含む）の支持
3．法人の業務・責務と設置大学との協働
　～時代の環境変化を積極的に取り込むビジョン主導の経営～
（1）中央教育審議会への文科大臣の諮問（令和 5年 9月）
（2）法人と教学の協働による改革の取り組み
むすび
［関連資料］

第 2講　寄附行為変更上の留意点及び内部統制システムの整備
 ～令和 5 年改正私立学校法に対応した機関設計と私学の

自主性・多様性～

1．寄附行為変更上の留意点
（1）寄附行為変更のスケジュール
（2）文部科学省作成の寄附行為変更申請マニュアル
（3）寄附行為変更における主な検討事項
（4）文部科学省作成の寄附行為作成例の検討
1）役員・評議員・会計監査人の定数
2）役員・評議員・会計監査人の任期
3）理事選任機関の構成
4）理事の解任方法
5）代表業務執行理事・業務執行理事の選定・解職
6）理事会の決定事項
7）理事への業務決定の委任
8）監事の解任、常務監事の選定・解職
9）評議員の選任方法
10）評議員の解任方法
11）評議員会の離職等
12）評議員会の議長の選任
13）評議員会の決議
14）理事会決議事項、評議員会の意見聴取・決議事項
15）附則の規程

（5）私学の自主性・多様性と寄附行為の変更
2．内部統制システムの整備
（1）内部統制システム～定義と 4つの目的
（2）6つの基本的要素の実務上のポイント
1）統制環境
2）リスクの評価と対応
3）統制活動
4）情報活動
5）モニタリング
6）ITへの対応
7）内部統制のイメージ
8）内部統制の限界の事例

（3）具体的な整備と基本方針の例
（4）内部統制システム構築の具体的な流れ
（5）基本方針に基づく諸規定の整備
（6）内部統制システムのイメージ

第 3講　改正私学法の制度設計と私立大学の自律・協働
 ～理事長・理事会と評議員会をめぐる 75年～

要旨
はじめに
1．私立学校法をめぐる設計思想の概観
（1）概念整理：ガバメント・ガバナンス・マネジメント・内部統

制システム
1）機関設計の類型
2）一般社団・財団法人法と、既存の私立学校法・協同組合法
等の非営利法人に関する個別法との関係

3）マネジメントの位相
4）内部統制（システム）
5）ガバメントを律するヒエラルキーおよびガバナンスを律す
るへテラーキー

（2）1949 年私学法の水平的設計（ガバナンス型）
1）理事会と評議員会の役割（二通りの考え方）
2）理事会と評議員会、加えて文部省からの「運営委員会」新
設の提案

3）小括
4）教刷委・第 4特別委員会中間報告（1946 年 12 月 12 日）「学
校法人法の制定について（案）」

5）私立学校法案は 1949 年 10 月 14 日に閣議決定され承認を
求めてGHQに提出

6）私学法の定める管理機関
7）福田・安嶋（1950）の紹介する反対論の例
8）安嶋彌文部事務官の教刷審での私学法成立の、身内的雰囲
気のなかでの経過説明

（3）2004 年改正法の垂直型設計（理事長代表型ガバメント）
1）背景説明
2）2004 年改正私学法の解釈とその変遷
3）理事会規定の明文化論
4）理事長＝法人代表者論

（4）2021 年 12 月学校法人ガバナンス改革会議報告の垂直型設計
　　～評議員会型コーポレート・ガバナンス型～
1）2019 年改正私学法（2019 年 5 月 24 日成立、2020 年 4 月 1
日施行）

2）「経済財政運営と改革の基本方針 2019」（2019 年 6 月 21 日
　閣議決定）

3）2021年3月に学校法人のガバナンスに関する有識者会議「学
校法人のガバナンスの発揮に向けた今後の取組の基本的な
方向性について」（報告）［設置決定 2019 年 12 月 20 日～
予定］

4）「経済財政運営と改革の基本方針 2021」（2021 年 6 月 18 日
閣議決定）

5）学校法人ガバナンス改革会議「学校法人ガバナンスの抜本
的改革と強化の具体策」（2021 年 12 月 3 日）

2．2023 年改正法の制度設計の要点と課題
（1）学校法人制度改革特別委員会（2022 年 1 月～）における検討
1）第 1回（2022 年 1 月 12 日）の各委員の発言
2）第 2回（2022 年 2 月 9 日）の各委員の発言

（2）「建設的な協働と相互けん制」型の評価（まとめではガバナン
ス型へ傾斜そして法案では理事長代表型ガバメントへ反転）
1）福原主査の「覚書」
2）第 5回（2022 年 3 月 17 日）の検討
3）第 6回（2022 年 3 月 29 日）の検討
4）改正私学法案骨子「案」への意見募集
5）文科省の公表する一連のQ&A
6）提出法案の検討
7）私学法改正案の国会審議（2023 年 3 月 22 日）

（3）未完の内部統制と本来的な限界性
1）内部統制～経営トップ問題への対処をどうするか
2）本来的な限界性

（4）文部科学省の学校教育法・大学設置基準・認証評価制度（3
点セット）

（5）単位・集合の各レベルに拡張する大学諸ガバナンス
3．個別法人の主体性と自律力の向上
　　【現状認識と焦眉の課題】
（1）「社員不在」の私学法と「大学構成員」を定める学校教育法
（2）教育慣習法の世界～「学問研究共同体論」型ガバナンス論
（3）現代立憲主義の世界～民主主義的権威型ガバメント論
（4）総長（学長）と理事長～独任制と兼務制
おわりに
［参考文献］
［関連資料］
［略年表］
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